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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　本体上面に設けられ調理容器を載置するトッププレートと、前記トッププレートの下部
に設けられ前記調理容器を加熱する加熱コイルと、前記加熱コイルの下部に設けられ上方
から見て前記加熱コイルの中心から放射状に配置されたフェライトと、前記加熱コイルと
前記フェライトを保持する加熱コイル保持板と、前記トッププレートの下部に設けられ前
記調理容器から放射される赤外線を検知する赤外線センサと、前記加熱コイルに供給する
インバータ回路を駆動し冷却フィンに取り付けられて冷却される半導体素子を含み、前記
フェライトの下部に設けられ前記赤外線センサの出力に応じて前記加熱コイルの出力を制
御する制御回路と、前記フェライトと前記制御回路の間に設けられ前記フェライトの下部
に漏れる磁界を遮蔽する金属板で形成された防磁板と、前記制御回路を冷却する冷却風を
送る送風装置と、を備え、前記赤外線センサは前記防磁板よりも低い位置に配置され、前
記送風装置は冷却風を前記防磁板の下面に沿って前記赤外線センサの方向に送る構成とし
た誘導加熱調理器。
【請求項２】
　前記赤外線センサと前記トッププレートとの間に、前記防磁板を貫通する筒体を設け、
前記筒体の内部を前記赤外線が通過するようにした請求項１に記載の誘導加熱調理器。
【請求項３】
　前記送風装置から出て前記赤外線センサを冷却する冷却風の流れ方向と前記送風装置か
ら出て前記制御回路の冷却フィンを冷却する冷却風の流れ方向が並行となるように前記赤
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外線センサと前記冷却フィンとを前記送風装置に向かって並列に配置した請求項１に記載
の誘導加熱調理器。
【請求項４】
　前記送風装置から前記赤外線センサに向かって冷却風を導くダクトを前記冷却フィンに
並設した請求項３に記載の誘導加熱調理器。
【請求項５】
　前記加熱コイルの外周を取り囲む発光部をさらに備え、前記トッププレートは、前記加
熱コイルに対向する部分の下面及びその周辺の下面に光の透過を妨げる遮蔽膜を備え、か
つ前記発光部に対向する前記下面の部分において前記遮蔽膜を取り除いて光を透過するよ
うにした光透過部を備え、前記防磁板は、前記光透過部に対向するように構成した請求項
１～４のいずれか１項に記載の誘導加熱調理器。
【請求項６】
　前記遮蔽膜を光吸収性の塗膜とした請求項５に記載の誘導加熱調理器。
【請求項７】
　前記赤外線センサを収納するとともに前記コイル保持板の下面側に取り付けられるケー
シングを備え、前記ケーシングは前記防磁板を貫通する構成とした請求項１に記載の誘導
加熱調理器。
【請求項８】
　前記ケーシングは、導電金属材料で形成されるとともに前記赤外線センサの出力を検知
する検知回路に接続され、かつ前記防磁板と電気的に絶縁されてなる請求項７に記載の誘
導加熱調理器。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、赤外線センサを備えた誘導加熱調理器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の誘導加熱調理器は、調理容器を載置するトッププレートと、載置部の下
方に設けられた加熱コイルと、加熱コイルの近傍に設けられ加熱コイルからの磁束漏れを
抑制する防磁部材と、トッププレート上の調理容器から放出される赤外線を受光し、その
光量に応じた検出信号を出力する赤外線センサと、検出信号に基づいて加熱コイルの出力
を制御する制御回路とを備え、赤外線センサは防磁部材より下に配置する構成としたもの
がある（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　図６は、従来の誘導加熱調理器を示すものである。外郭を形成する本体１上面には調理
容器２を載置するトッププレート３が設けられ、トッププレート３の下部には調理容器２
を誘導加熱する加熱コイル４が設けられている。加熱コイル４の下部には強磁性体であり
、磁束を集める作用を有するフェライト５が上方から見て加熱コイル４の中心から放射状
に設けられており、加熱コイル４から発生し下方へ向かう磁束を抑制している。
【０００４】
　また、調理容器２の底面を誘導加熱する加熱コイル４の下部には赤外線センサ６が設け
られており、調理容器２の底面から放射される赤外線をトッププレート３越しに検知して
、調理容器２の底面温度に応じた信号を出力する。赤外線センサ６の下部には赤外線セン
サ６から出力された信号に基づいて加熱コイル４の出力を制御する制御回路７が設けられ
ている。
【０００５】
　制御回路７は、加熱コイル４の下方に設けられた仕切り板１０と本体１底部との間に形
成される冷却風路１１内に配置されている。ヒートシンク８ａに取り付けられたＩＧＢＴ
や、共振コンデンサ等のような制御回路７を構成する発熱部品８は、制御基板７ａに載置
固定され、本体１内に設けられた送風装置９により所望の温度に冷却される。
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【０００６】
　加熱コイル４はフェライト５を収容するコイルベース１３上面に載置され、接着等で固
定されており、コイルベース１３は加熱コイル４上面とトッププレート３との間に空間を
形成するためのスペーサー１６を介して仕切り板１０上に設けられたバネ１２によってト
ッププレート３下面に押さえつけられるように支持されている。赤外線センサ６はフェラ
イト５よりも下かつ仕切り板１０よりも上に配置されている。赤外線センサ６はフェライ
ト５の磁束の収束作用により磁束の影響が軽減されている。
【０００７】
　更に、漏れ磁束の影響を無くすために、赤外線センサ６は磁界遮蔽作用を有するアルミ
等でできた防磁ケース１４で覆われた構成となっている。赤外線センサ６は加熱コイル４
や調理容器２で発生する熱の影響により加熱され温度上昇するため、所望の温度に冷却す
る必要がある。従って仕切り板１０には赤外線センサ６近傍に通風孔１５が設けられてお
り、冷却風路１１を流れる冷却風の一部が通風孔１５を通り赤外線センサ６を冷却するよ
うになっている。
【０００８】
　前記従来の赤外線センサを備えた誘導加熱調理器は、上記構成により、加熱コイルから
の漏洩磁束の影響を受けることなく、赤外線センサが安定した温度検知を行うことができ
るものであった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００４－２７３３０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、前記従来の構成では、赤外線センサ６が防磁ケース１４で囲まれており
、更に制御回路７との間に仕切り板１０が介在しているため、赤外線センサ６と制御回路
７とをつなぐ信号配線の引き回しが複雑になる等、組立性に課題を有していた。
【００１１】
　また、赤外線センサ６の冷却は冷却風路１１から流れる冷却風の一部を利用して通風孔
１５を介して行っているため、十分な風を防磁ケース１４に送れないことから冷却効果が
得られにくく、正確な温度検知が困難になるという課題も有していた。
【００１２】
　本発明は、従来技術の有するこのような問題点に鑑みてなされたものであり、構成が簡
単で組立性が良好であり、かつ赤外線センサの温度上昇を抑制し正確な温度検知が可能な
誘導加熱調理器を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するために、本発明の誘導加熱調理器は、赤外線センサは、加熱コイル
の下部に設けられたフェライトと、制御回路との間に設けられた防磁板よりも低い位置に
配置され、冷却風を防磁板の下面に沿って赤外線センサの方向に送る構成としたものであ
る。
【００１４】
　この構成により、同一空間内に赤外線センサと制御回路が配置されることになり、赤外
線センサと制御回路との間の介在物を少なくすることができるため、組立性の向上を図る
ことができる。また、防磁板の下面に沿った空間を赤外線センサの冷却風路としており、
その冷却風路には制御回路をも配置しているため、同一冷却装置からの冷却風で制御回路
と赤外線センサを効率よく冷却することになり、赤外線センサの温度上昇が抑制され、正
確な温度検知が可能となる。
【発明の効果】



(4) JP 4864129 B2 2012.2.1

10

20

30

40

50

【００１５】
　本発明の誘導加熱調理器は、構成が簡単で組立性が良好であり、かつ赤外線センサの電
磁界の影響と温度上昇を抑制し、正確な温度検知を実現することができるものである。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施の形態１における誘導加熱調理器の構成を示す断面図
【図２】本発明の実施の形態２における誘導加熱調理器の冷却風路内を上方から見た平面
図
【図３】本発明の実施の形態３における誘導加熱調理器の冷却風路内を上方から見た平面
図
【図４】本発明の実施の形態４における誘導加熱調理器の上方から見た平面外観図
【図５】本発明の実施の形態５における誘導加熱調理器の構成を示す断面図
【図６】従来の誘導加熱調理器の構成を示す断面図
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　第１の発明は、本体上面に設けられ調理容器を載置するトッププレートと、前記トップ
プレートの下部に設けられ前記調理容器を加熱する加熱コイルと、前記加熱コイルの下部
に設けられ上方から見て前記加熱コイルの中心から放射状に配置されたフェライトと、前
記加熱コイルと前記フェライトを保持する加熱コイル保持板と、前記トッププレートの下
部に設けられ前記調理容器から放射される赤外線を検知する赤外線センサと、前記加熱コ
イルに供給するインバータ回路を駆動し冷却フィンに取り付けられて冷却される半導体素
子を含み、前記フェライトの下部に設けられ前記赤外線センサの出力に応じて前記加熱コ
イルの出力を制御する制御回路と、前記フェライトと前記制御回路の間に設けられ前記フ
ェライトの下部に漏れる磁界を遮蔽する金属板で形成された防磁板と、前記制御回路を冷
却する冷却風を送る送風装置と、とを備え、前記赤外線センサは前記防磁板よりも低い位
置に配置され、前記送風装置は、冷却風を前記防磁板の下面に沿って前記赤外線センサの
方向に送る構成としたことにより、防磁板が赤外線センサと制御回路との間に介在しない
ようにすることができるため、組立性の向上を図ることができ、また、防磁板の下面に沿
った空間を赤外線センサの冷却風路としており、その冷却風路には制御回路をも配置して
いるため、同一冷却装置からの冷却風で制御回路と赤外線センサを効率よく冷却すること
になり、赤外線センサの冷却効率が向上し、正確な温度検知が可能となるものである。
【００１８】
　第２の発明は、特に、第１の発明の赤外線センサとトッププレートとの間に、防磁板を
貫通する筒体を設け、筒体の内部を調理容器から放射される赤外線が通過するようにした
ことにより、筒体の端面を赤外線センサの近傍まで近づけ、調理容器以外からの赤外線が
赤外線センサに入射するのを抑制することができるので、赤外線センサの周辺からの外乱
光の影響を抑制することができる。従って、赤外線センサの上下方向における配置の自由
度が高まり、冷却性能の最適化が図りやすくなるものである。
【００１９】
　第３の発明は、特に、第１の発明の送風装置から出て前記赤外線センサを冷却する冷却
風の流れ方向と前記送風装置から出て前記制御回路の冷却フィンを冷却する冷却風の流れ
方向が並行となるように、赤外線センサと冷却フィンとを送風装置に向かって並列に配置
したことにより、発熱部品近傍の強い冷却風を利用することができるため、効果的に赤外
線センサを冷却することができるものである。
【００２０】
　第４の発明は、特に、第３の発明の送風装置から赤外線センサに向かって冷却風を導く
ダクトを冷却フィンに並設したことにより、送風装置の強い冷却風を赤外線センサに直接
導くことができ、赤外線センサの冷却効率が一層向上するものである。
【００２１】
　第５の発明は、特に、第１～第４のいずれかの発明において、加熱コイルの外周を取り
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囲む発光部をさらに備え、トッププレートは、加熱コイルに対向する部分の下面及びその
周辺の下面に光の透過を妨げる遮蔽膜を備え、かつ発光部に対向する下面の部分において
遮蔽膜を取り除いて光を透過するようにした光透過部を備え、防磁板は、光透過部に対向
するように構成したことにより、トッププレートから入射する外乱光を防磁板で遮断して
、防磁板よりも下にある赤外線センサに対する外乱光の影響を軽減することができるため
、安定した温度検知が可能となるものである。
【００２２】
　第６の発明は、特に、第５の発明の遮蔽膜を光吸収性の塗膜としたことにより、トップ
プレートから入射する外乱光が防磁板に吸収されるため、外乱光の遮断効果が一層高まり
、さらに安定した温度検知が可能となるものである。
【００２３】
　第７の発明は、特に、第１の発明において、赤外線センサを収納するとともにコイル保
持板の下面側に取り付けられるケーシングを備え、ケーシングは防磁板を貫通する構成と
したことにより、赤外線センサをコイル保持板に取り付けた状態で組み立てることができ
、組み立てや分解作業が簡単になるものである。
【００２４】
　第８の発明は、特に、第７の発明のケーシングが導電金属材料で形成されるとともに赤
外線センサの出力を検知する検知回路に接続され、かつ防磁板と電気的に絶縁されてなる
ことにより、防磁板を経由して検知回路に電流が流れ込むことを防止することができる。
【００２５】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。なお、この実施の
形態によって本発明が限定されるものではない。
【００２６】
　（実施の形態１）
　図１は、本発明の第１の実施の形態における誘導加熱調理器の構成を示す要部断面図で
ある。
【００２７】
　誘導加熱調理器の本体２１は、底面を形成する底部２１ａと側面を形成する側部（図示
せず）を有し、上面が開口している箱状の外郭を形成しており、本体２１の上面には、調
理容器２２を載置するトッププレート２３が設けられている。トッププレート２３の下部
には調理容器２２を誘導加熱する加熱コイル２４が設けられている。加熱コイル２４の下
部には、強磁性体であり、磁束を集める作用を有する複数の棒状のフェライト２５が上方
から見て加熱コイル２４の中心から放射状に設けられている。フェライト２５は、加熱コ
イル２４から発生し下方へ向かう磁束が加熱コイル２４から下方に離れて広がるのを抑制
する防磁効果を有している。
【００２８】
　加熱コイル２４の下部には赤外線センサ２６が設けられている。赤外線センサ２６は、
調理容器２２の底面から放射されトッププレート２３を透過する赤外線を検知して、調理
容器２２の底面温度に応じた信号を出力する。加熱コイル２４の下部で赤外線センサ２６
の近傍にはプリント配線板上に形成された制御回路２７が設けられている。制御回路２７
は、ヒートシンク（冷却フィン）３６ａに取り付けられて冷却されるＩＧＢＴ、整流器の
ような半導体素子３６ｃ（図２参照）及び共振コンデンサ３６ｂで形成されるインバータ
回路とその制御部を含み、加熱コイル２４に供給する高周波電流を発生する。制御回路２
７は、赤外線センサ２６から出力された信号に基づいて加熱コイル２４の出力を制御する
。
【００２９】
　赤外線センサ２６および制御回路２７は、フェライト２５よりも下に配置されており、
フェライト２５の防磁効果により加熱コイル２４の発生する磁束の影響が軽減されている
。更に、フェライト２５の下部への磁束漏れの影響を無くすために、磁束の透過を遮断す
る防磁効果を有する金属板、例えばアルミニウム板でできた防磁板２８が、加熱コイル２
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４側の空間と制御回路２７側の空間とを仕切るように、フェライト２５と制御回路２７と
の間に設けられている。加熱コイル２４とフェライト２５は、コイルベース（加熱コイル
保持板）２９により保持される。加熱コイル２４は、コイルベース２９の上面に載置され
接着等で取り付けられる。フェライト２５は、コイルベース２９にインサート成型により
埋め込まれてもよいし、コイルベース２９の下面に接着されてもよい。
【００３０】
　加熱コイル２４とトッププレート２３との間には、加熱された調理容器２２から加熱コ
イル２４への熱影響を軽減するための、例えばセラミックファイバーからなる、断熱材３
０が設けられている。防磁板２８に、コイルベース２９が載置され、加熱コイル２４はコ
イルベース２９に載置される。このように、防磁板２８は、コイルベース２９を介して加
熱コイル２４を下方から支持している。また、防磁板２８は本体２１の底部２１ａに設け
られたバネ３１によって上方に付勢されている。これにより、防磁板２８は加熱コイル２
４をトッププレート２３下面に向かって断熱材３０越しに押さえつける。
【００３１】
　防磁板２８と本体２１の底部２１ａとの間の空間は冷却風路３３を形成しており、冷却
風路３３内に制御回路２７が配置され、冷却風は防磁板２８の下面に沿って制御基板２７
ａと赤外線センサ２６の方向に送られる。ヒートシンク３６ａに固定され熱的に接合され
たＩＧＢＴや整流器などの半導体素子３６ｃ（図２参照）や共振コンデンサ３６ｂのよう
な制御回路２７を構成する発熱部品及び赤外線センサ２６は、本体２１内に設けられた送
風装置３２が発生する冷却風により冷却される。
【００３２】
　赤外線センサ２６とトッププレート２３との間には、樹脂からなる筒体３４が防磁板２
８を貫通するように設けられている。この筒体３４は赤外線センサ２６を覆うケーシング
３５ａと一体構成になっており、ケーシング３５ａは防磁板２８の下面に図示されていな
い固定片とネジで固定されている。赤外線センサ２６は増幅回路を含む検知回路が構成さ
れているプリント配線板２６ａに半田付けされ、プリント配線板２６ａはケーシング３５
ｂに載置され固定されている。ケーシング３５ａの下面開口部にケーシング３５ｂが嵌合
されることにより、赤外線センサ２６は、ケーシング３５ａとケーシング３５ｂとで形成
されるケーシング内に収納される。ケーシング３５ａは樹脂で筒体３４と一体に成型加工
される。ケーシング３５ｂは樹脂で形成してもよいし、導電金属で形成してもよい。ケー
シング３５ｂをアルミニウムなどの導電金属で形成することにより赤外線センサ２６に及
ぶ外来雑音(例えばインバータの発生する電磁波)を低減するという防磁効果を得ることが
できる。
【００３３】
　以上のように構成された誘導加熱調理器について、以下その動作、作用を説明する。
【００３４】
　本実施の形態に示す誘導加熱調理器は、フェライト２５と制御回路２７の間に設けられ
、フェライト２５の下部に漏れる磁界を遮蔽する金属板で形成された防磁板２８により、
制御回路２７に及ぶ加熱コイル２４からの漏れ磁束の量を低減して制御回路２７の誤動作
を防止する。また、赤外線センサ２６と制御回路２７は共に防磁板２８の下部に配置され
、送風装置３２から冷却風を防磁板２８の下面に沿って赤外線センサ２６の方向に送って
いる。このように同一空間内に赤外線センサ２６と制御回路２７が配置されることにより
、赤外線センサ２６と制御回路２７との間に防磁板２８が介在しなくなるため、赤外線セ
ンサ２６と制御基板２７ａとの間の配線の引き回しが簡単になり、組立性の向上を図るこ
とができる。また、防磁板２８と本体２１の底部２１ａにより形成される空間を冷却風路
３３としており、そこに赤外線センサ２６と制御回路２７を配置しているため、冷却風路
３３を通過する主たる冷却風で赤外線センサ２６を冷却することになり、赤外線センサ２
６の冷却効率が向上し、正確な温度検知が可能となる。
【００３５】
　また、本実施の形態では、赤外線センサ２６とトッププレート２３との間に、防磁板２



(7) JP 4864129 B2 2012.2.1

10

20

30

40

50

８を貫通する筒体３４を設け筒体３４の内部を赤外線が通過するようにしたことにより、
筒体３４の下部端面を赤外線センサ２６の近傍まで近づけ、筒体３４の上部端面をトップ
プレート２３に近づけることにより、調理容器２２の温度を測定したい部分以外から赤外
線センサ２６近傍に侵入してくる光を遮断することができ、外乱光の影響による赤外線セ
ンサ２６出力の不安定化を抑制することができる。また、この構成により確実に赤外線セ
ンサ２６の近傍まで筒体３４の下部端面を近づけ、筒体３４の上部端面をトッププレート
２３に近づけることができるため、赤外線センサ２６の上下方向における配置の自由度が
高まり、風速の高い場所への配置が可能になり、冷却性能の最適化が図りやすくなるもの
である。
【００３６】
　尚、本実施の形態では、筒体３４は防磁板２８の上下で連続した一体の構成としている
が、例えば防磁板２８の上下で分割可能な構成となっていてもよい。要するに防磁板２８
の上下で連続した穴が形成されていれば所望の効果が得られるものである。
【００３７】
　（実施の形態２）
　図２は、第２の実施の形態における誘導加熱調理器の冷却風路内を上方から見た平面図
である。尚、実施の形態１と基本構成は同じなので説明は省略し、異なる点を中心に説明
する。また、実施の形態１の図１と同じ構成部品には同じ符号を付している。
【００３８】
　図２において、送風装置３２から出て赤外線センサ２６を冷却する冷却風の流れ方向と
送風装置３２から出て制御回路２７上の発熱部品であるＩＧＢＴや整流器などの半導体素
子３６ｃが固定されたヒートシンク（冷却フィン）３６ａを冷却する冷却風は、図中の矢
印に示すように並行に流れている。赤外線センサ２６とヒートシンク３６ａとを送風装置
３２に向かって並列になるように配置している。この構成により送風装置３２の冷却風を
赤外線センサ２６の冷却に効率よく利用することができるため、赤外線センサ２６の冷却
効果を高めることができる。
【００３９】
　（実施の形態３）
　図３は第３の実施の形態における誘導加熱調理器の冷却風路内を上方から見た平面図で
ある。尚、実施の形態２と基本構成は同じなので説明は省略し、異なる点を中心に説明す
る。また、実施の形態２の図２と同じ構成部品には同じ符号を付している。
【００４０】
　図３において、送風装置３２からの冷却風は、制御回路２７上のヒートシンク３６ａに
固定接合された発熱部品であるＩＧＢＴや整流器等の半導体素子３６ｃを冷却するために
発熱部品冷却用ダクト３２ｂを経て図中の矢印に示すような流れ方向で流れている。本実
施の形態では、発熱部品冷却用ダクト３２ｂとは別に、赤外線センサ２６に向かって冷却
風を導くダクト３２ａを設けている。この構成により送風装置３２の冷却風を直接赤外線
センサ２６近傍まで直接導くことができるため、赤外線センサ２６の冷却効率が一層向上
する。
【００４１】
　（実施の形態４）
　図４は第４の実施の形態における誘導加熱調理器の上方から見た平面外観図である。尚
、実施の形態１と基本構成は同じなので説明は省略し、異なる点を中心に説明する。また
、実施の形態１の図１と同じ構成部品には同じ符号を付している。
【００４２】
　図４において、トッププレート２３は調理容器２２を載置するための４箇所の加熱ゾー
ン４０と加熱の操作や表示を行うための操作・表示部４１を前部に設けている。各々の加
熱ゾーンの下部には実施の形態１で説明したように加熱コイル（図示せず）が防磁板２８
（図中に破線で表示）で支持されている。また、本実施の形態では、加熱ゾーン４０を使
用者に分かりやすくするために、トッププレート２３の下部にＬＥＤ、環状の導光体を用
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いた円形状の発光部３９（図５参照）を搭載しており、トッププレート２３の光透過部３
７を通して円形形状に発光させる構成となっている。また、トッププレート２３下面の光
透過部３７以外の部分には塗装等で光を透過しない遮光膜３８（図５参照）を形成する処
理を施している。防磁板２８は光透過部３７に対向するように設けられている。
【００４３】
　このように本実施の形態では、トッププレート２３の光透過部３７に対向する位置に防
磁板２８を配置したことにより、トッププレート２３の光透過部３７から入射する外乱光
を防磁板２８で遮断して、防磁板２８よりも下にある赤外線センサ２６に対する外乱光の
影響を軽減することができるため、安定した温度検知が可能となる。また、上記構成に加
えて、防磁板２８のトッププレート２３に対向する面に黒色塗装、黒色印刷等の光吸収性
材料で表面を覆う処理を施すと、トッププレート２３から入射する外乱光が防磁板２８に
吸収されるため、外乱光の遮断効果が一層高まり、さらに安定した温度検知が可能となる
。
【００４４】
　尚、本実施の形態では、光透過部３７は円形形状の発光部３９としたが、光透過部３７
の形状や位置、目的はこれに限定されるものではないことは明らかである。
【００４５】
　（実施の形態５）
　図５は第５の実施の形態における誘導加熱調理器の構成を示す要部断面図である。尚、
実施の形態１と基本構成は同じなので説明は省略し、異なる点を中心に説明する。また、
実施の形態１の図１と同じ構成部品には同じ符号を付している。
【００４６】
　図５において、防磁板２８は本体底部２１ａに取り付けられた支持部３１ａで支持され
、防磁板２８の上面に取り付けられたバネ３１ｂにより、コイルベース２９が保持されか
つトッププレート２３方向に付勢される。
【００４７】
　赤外線センサ２６を収納するケーシング３５ａ、３５ｂは、導電金属材料であるアルミ
ニウムにより形成される。筒体３４は樹脂成型によりコイルベース２９に一体的に形成さ
れる。
【００４８】
　ケーシング３５ｂの固定片３５ｃをコイルベース２９の下面にネジで締め付けることに
より、ケーシング３５ａ、３５ｂはコイルベース２９の下面側に取り付けられる。その際
、ケーシング３５ｂの上面３５ｄに設けられた穴３５ｅに筒体３４の下端が挿入され、そ
の下端が防磁板２８よりも低い位置に設けられた赤外線センサ２６に近接配置される。コ
イルベース２９をバネ３１ｂの上端に載置する際に、防磁板２８に設けられた穴２８ａに
ケーシング３５ａ、３５ｂが挿入される。
【００４９】
　以上の構成とすることにより、本実施の形態における誘導加熱調理器は、実施の形態１
と同様の効果を得ることができる。また、防磁板２８が固定されるので組み立てやすい。
また、赤外線センサ２６がコイルベース２９に取り付けられるので、赤外線センサ２６を
コイルベース２９に取り付けた状態で組み立てることができ、組み立てや分解作業が簡単
になる。
【００５０】
　また、導電性の防磁板２８と、導電性のケーシング３５ａ、３５ｂとの間を絶縁するこ
とができるので、導電性のケーシング３５ａ、３５ｂの電位を赤外線センサ２８の検知回
路の電位に接続する一方、防磁板２８の電位を赤外線センサ２８の検知回路２６ａの電位
と異なる電位、例えば、大地と同電位にすることが多い本体２１と同電位にすることがで
きる。これにより、赤外線センサ２６の動作を安定させて精度良く調理容器の温度制御を
おこなうことができる。
【００５１】
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　尚、第１～第５の実施の形態の構成は、適宜組み合わせて実施することができる。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
　以上のように、本発明にかかる誘導加熱調理器は、赤外線センサを使用した機器の性能
や組立性を向上させるものであり、赤外線センサを有するあらゆる装置に適用できる。
【符号の説明】
【００５３】
　２１　本体
　２１ａ　本体底部
　２２　調理容器
　２３　トッププレート
　２４　加熱コイル
　２５　フェライト
　２６　赤外線センサ
　２６ａ　プリント配線板（検知回路）
　２７　制御回路
　２７ａ　制御基板
　２８　防磁板
　２８ａ　穴（防磁板）
　２９　コイルベース（加熱コイル保持板）
　３０　断熱材
　３１　バネ
　３１ａ　支持部
　３１ｂ　バネ
　３２　送風装置
　３２ａ、３２ｂ　ダクト
　３３　冷却風路
　３４　筒体
　３５ａ、３５ｂ　ケーシング
　３５ｃ　固定片（ケーシング）
　３５ｄ　上面（ケーシング）
　３５ｅ　穴（ケーシング）
　３６ａ　ヒートシンク（冷却フィン）
　３６ｂ　共振コンデンサ（発熱部品）
　３６ｃ　半導体素子（発熱部品）
　３７　光透過部
　３８　遮光膜
　３９　発光部
　４０　加熱ゾーン
　４１　操作・表示部
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